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～皆さんこんにちは、杉並消防防災マガジンです～
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◎　杉並消防署からのお知らせ　
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（１）　目　的

　　都民の皆様に防火防災に関する意識や行動力を高めていただくことにより、火災の発生を防止し、万一発生した場合にも被害を最小限にとどめ、火災から尊い生命と貴重な財産の損失を防ぐことを目的としています。

（２）　実施期間

　　平成２１年３月１日（日）から３月７日（土）まで

（３）　平成２０年中の火災状況
　　平成２０年中に東京消防庁管内で発生した火災は５，７５７件で、前年同期に比べて４３件減少しました。火災種別ごとにみると、建物火災は８９件増加の３，７２６件、林野火災は４件増加の６件、車両火災は５６件減少の４４０件、航空機火災が１件減少の０件、その他火災が７５件減少の１，５８１件となっています。
火災による死者は１２８人で、前年と比べて２１人減少しています。また、自損行為による死者２８人を除いた死者は１００人で、前年と比べて１４人減少しています。
年齢区分別でみると、６５歳以上の高齢者は前年と同人数の６１人で、死者全体（自損行為を除く。）の約６割を占めています。このうち後期高齢者（７５歳以上）は４６人発生しており、高齢者の死者の約７割を占めています。
火災による負傷者は、前年と比べて３８人減少の１，１９２人でした。
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· 火災件数等の数値は平成２１年１月２２日現在の速報値であり、後日変更することがあります。（以下同じ。）
（４）　住宅防火対策を推進しよう

ア　つけましたか？住宅用火災警報器

住宅用火災警報器は、火災の煙や熱を感知して音声や警報音で知らせてくれるので、火災の早期発見に大変有効です。火災予防条例が改正され、平成１６年１０月から新築・改築住宅に住宅用火災警報器の設置が義務付けられています。また、今お住まいの住宅にも、平成２２年４月１日から設置が義務付けられることになりました。火災から尊い命や貴重な財産を守るため、早めに住宅用火災警報器を設置しましょう。

　　既に住宅用火災警報器が設置されているご家庭では、いざという時にきちんと警報器が作動するように、普段から点検ボタンなどによる点検や定期的な電池交換など日頃の維持管理に努めてください。

　



イ　消防署の名をかたる住宅用火災警報器の訪問販売に注意しよう
　平成２０年５月、東京消防庁管内の住宅において、販売員２名が、一人暮らしの女性宅を訪問し、「住宅用火災警報器が法令で義務化された。すべての住宅で設置しなければならない。」と言って住宅用火災警報器ではない警報装置を７５万円で売ろうとしました。女性は、高額のため、購入を渋ったところ「今なら５０万円でいい。」といわれたため、購入してしまいました。

契約に関係する書類を業者に持ち帰られてしまったため、販売業者の特定が出来ず、高額な被害が発生してしまいました。

このほかにも、住宅用火災警報器の設置調査と偽り業者になりすまして、住宅内に入り込み金品を盗んでいく窃盗事件も発生しています。

今後も、このような事案の発生が懸念されますので、次の点に注意して被害に遭わないようにしましょう。

①　住宅用火災警報器は、何十万円もしません。価格は、煙式または熱式で４，０００円～１０，０００円程度、複合型で１個１８，０００円程度です。

②　契約書や納品書などを受領した日を含む８日間は、クーリング・オフ制度を活用し、書面により契約の解除等ができます。

③　契約に関する書類は必ず保存しておいてください。

④　強引な営業や購入に関して不安を感じた場合は、その場で、消防署や消費生活センターへ連絡してください。

⑤　契約をしてしまっても状況によっては取消しが出来る場合があります。あきらめずに消防署や消費生活センターへ連絡してください。

⑥　消防署が訪問販売を特定の業者に依頼したり、販売の許可をするようなことは、絶対にあません。少しでも「おかしいな・・・」と思ったらすぐに、最寄りの消防署にご連絡ください。

ウ　住宅用火災警報器とは
1 　住宅用火災警報器の種類

	煙式警報器
	熱式警報器
	住宅用火災・ガス漏れ
複合火災警報器

	
	
	

	火災による煙を感知して、火災の発生を警報音又は音声で知らせてくれます。
	火災による熱を感知して、火災の発生を警報音又は音声で知らせてくれます。
	火災のほかにガス漏れなども感知します。警報音と音声で知らせてくれます。

	居室、台所、階段などに設置します。
	煙式を設置すると、火災以外でも発報してしまう場所（台所など）に設置することができます。
	


 ②　電源

③　設置例

④　購入
防災設備取扱店や電気器具販売店、ホームセンター、家電量販店などで購入できます（消防署が販売することはありません）。



エ　少なめ油での揚げ物調理に注意しましょう
天ぷら油火災では、火が油に燃え移ることだけが原因と誤解されがちですが、火をつかわないＩＨクッキングヒーターでも火災は発生します。油は３６０度前後になると自然発火します。また、最近ではフライパンを使用し、少なめの油で揚げ物を調理する家庭が増えており、油が少量だと高温になる時間も早まるため、より注意が必要です。

オ　防火喫煙マナーを実践しよう

たばこの火種は小さいため、つい、不注意になりがちですが、燃焼を継続する力が強く、時間の経過とともに火災になるケースが多くなっています。このため、寝たばこで火種が落下した場合、寝込んだ頃に火災になり、死亡するケースが多くなっています。また、たばこによる火災で発生した死者の多くは、深夜の時間帯に発生しています。
住まいの防火喫煙マナーを実践して、たばこを原因とする火災の発生を防止しましょう。


（５）　事業所の防火安全対策を進めよう
　ア　防火管理の徹底

①　防火管理者を選任しよう

防火管理とは、火災の発生を防止し、かつ、万一火災が発生した場合でも、その被害を最小限度にとどめるため、必要な万全の対策を樹立し、実践することをいいます。

一定規模以上の建築物等では、防火管理者を選任し、防火管理上必要な業務を行わなければならないことが、消防法第８条及び火災予防条例第５５条の３に定められています。

①建物全体の収容人員が、劇場、ホテル、飲食店、病院等では３０人以上、それ以外では５０人以上②一定規模以上の新築工事中の建築物等で収容人員が５０人以上③５０台以上の車両を収容する屋内駐車場等の場合、事業所ごとに防火管理者を選任し、管轄消防署に届け出をすることが必要です。
また、防火管理者は、各事業所の管理的又は監督的な立場にある方で、防火管理に関する知識及び技能を有している人（防火管理講習の修了者、防火管理者として必要な学識経験を有していると認められる人など）であることが条件となっています。

防火管理者は、事業所における防火防災の根幹を支えるリーダーです。常に安心で安全な事業所であるために、法令に則り防火管理者を選任しなければなりません。



②　「防火管理ポケットマニュアル」を活用しよう

　　　経営の効率化や営業時間の拡大等により、雇用形態が多様化していますが、パート・アルバイト等の従業員の皆様も、正社員の方々と同様に日常の防火管理業務や有事の際の自衛消防活動を的確に行うことができるようにしておく必要があります。
　　　従業員の皆様に必要な防火管理上の基本的情報が集約され、かつ、携帯性にも優れた「防火管理ポケットマニュアル」を活用して、防火管理体制の充実を図りましょう。


イ　知っていますか？優マーク　－優良防火対象物認定表示制度－

「優良防火対象物認定制度」（平成１８年１０月１日運用開始）がスタートしてから２年が経過しました。この制度は、建物関係者が行った防火安全対策の向上に係る自主的・意欲的な取り組み等を消防機関が評価し、防火安全の高い優良な建物へと導くとともに、その結果を防火安全に関する情報として都民の皆様に提供することにより、安心・安全の確保を実現することを目的としています。東京消防庁管内で約７８０件（平成２０年１２月末現在）の建物が、優良防火対象物として認定されています。（東京消防庁ホームページ等で公表しています。）

①　制度の概要

防火対象物の関係者の申請に基づき、当該防火対象物が優良な防火対象物であるものとして消防署長の認定を受けたときは、当該認定を受けたことを証明する表示（優良防火対象物認定証）を付することができます。

②　制度の対象

　　防火管理者選任義務のあるすべての防火対象物について申請することができます。




◆ 優良防火対象物認定表示制度手続きフロー





（６）　地域の防火安全対策を進めよう
　　ア　放火されない環境づくりを進めよう
　　放火は不特定多数の人々の生命、身体及び財産に危険をもたらす極めて悪質な犯罪です。東京消防庁管内において、放火火災は昭和５２年以来、出火原因のワースト１となっています。平成２０年中では１，８０１件の放火火災（放火の疑いを含む。）が発生しています。前年同期と比べて５１件減少していますが、火災総件数に占める割合は３１．３％で約１／３を占めています。

　　放火火災は人目の届かない場所や外灯のない暗い場所、そして人の活動が少なくなる深夜の時間帯に多く発生しています。これらのことから、住民や事業所、町会、自治会などが一体となって、地域ぐるみで放火させない環境づくりを進めましょう。
　　　イ　地域協力体制「消防のふれあいネットワークづくり」を進めよう
　東京消防庁では、「消防のふれあいネットワークづくり」をスローガンとして、地域の協力体制づくりを推進しています。
災害時においては、消防隊が現場に到着するまでの間に、近隣者による救護等の協力が必要であり、特に災害時要援護者といわれている人々にとっては、地域の協力体制なくして安全を確保することが難しいといえます。
また、日常生活においても地域の協力体制を通して防火・防災に関する様々な情報を災害時要援護者に提供することにより、いつでも安心して暮らせる環境づくり、まちづくりが可能となります。
しかし、近年個人情報の保護が尊重され、情報提供に過敏になっている高齢者が増加していることや町会・自治会員の高齢化が進み協力員（支援者）となる人がいないこと、また住民の連帯感が薄れてきて、町会・自治会に加入しない住民が増えてきている傾向等から、消防のふれあいネットワークづくりが困難な状況にあります。
一方、昔からの地域の伝統を受け継ぐ地域の結束力の強い下町などは、近隣者との連帯感が強く、地域ぐるみで安全性を高めています。

 










 　
　　消防のふれあいネットワークづくり
災害時要援護者の情報は消防と町会・自治会で共有し、現在までに管内の約半数の町会・自治会で地域の協力体制が確立されている事例を紹介します。
　　１　消防機関から管内の全町会・自治会へ「消防のふれあいネットワークづくり」の必要性と協力について趣旨を説明し、具体的な支援方法や体制づくりについて理解を求める。

２　町会から消防機関へ協力の依頼があり、「消防のふれあいネットワーク」の支援体制が確立する。

３　支援体制を結成し、訓練及び検証を行い、災害発生時に活用する。

　　　

町会・自治　　　　　　　　　　　　　消防署
第１段階

具体的な支援方法や体制づくりについての理解
　　※　支援対象者の把握

災害時要援護者のうち

・災害時に自力での避難が不安な方

・急病になった時に、誰かの協力を希望する方

・防火診断を希望する方、ご支援を希望する方


※　手上げ方式により把握

名簿の作成
※　一人からでも結構です

第２段階

協力員の指定
　　※　町会による選出（消防団員、災害時支援ボランティ

ア等）

支援体制及び名簿の作成　

　　※　各町会・自治会で協力員名簿を作成

第３段階

支援体制の結成　


訓　　練　・　検　　証

· 避難訓練・救出救護訓練等

　　　　　

（１）東京消防庁の沿革 
　昭和２３年の消防組織法制定により自治体消防制度が発足したことに伴い、東京２３区の消防行政は、東京都（都知事）が一体的に管理することになり、その組織として同年３月７日、東京消防庁が誕生しました。

一方、多摩地域は市町村単位で業務を開始しましたが、行政需用の増大に伴い、昭和３５年以降は順次、東京消防庁が消防に関する事務の受託をするようになり、現在では、稲城市、東久留米市及び島しょ地域を除き、２４市３町１村の消防業務も併せて行っています。

また、近年では消防の広域協力や国際協力の必要性が高まり、各地との応援協力体制も整備され、国内の災害については緊急消防援助隊として、海外の災害については国際消防援助隊として、様々な地域で起きた災害に応援出動するなど、「消防に国境なし」の言葉どおり、国内外を問わず広範囲に及ぶ消火・救助・救急等の応援活動に備えています。

東京消防庁では、震災対策、火災予防対策、消防活動対策、救助・救急対策を強力に進め、これからも、都民の皆様の生命、身体及び財産を災害から守り、安心し安全に暮らせる東京を目指してまいります。

（２）東京消防庁の組織
東京消防庁は、本部及び１０消防方面本部、８０消防署、３消防分署、２０６消防出張所において、消防職員１７，９６９人及びポンプ車・はしご車・救助車・救急車・化学車・消防艇・消防ヘリコプターなど最新鋭の消防車両等１，８８４台により、２４時間災害に対応できる体制をとっています。
※　人員、車両等の数値は平成２０年４月１日現在の数値。


（３）消防の仕事



































（４）消防の活動概要について
ア　災害件数と救助、救急状況
平成２０年中の災害件数（カッコ内は前年比）は、火災５，７５７件（４３件減）、救助活動２１，７２７件（５４１件増）、危険排除６，０３７件（９３件増）、緊急確認６，３９５件（３６０件増）でした。

救急隊の出動件数は６５３，２９９件で、前年より３８，２５０件減少しました。一日の平均出動件数は１，７８９件で、４８秒に１件の割合で救急隊が出動したことになります。

東京消防庁救急相談センターでは、緊急に受診すべきかどうか、診療科目は何科を受診したらよいかの判断や応急手当のアドバイス、診療可能な医療機関のご案内などを行っています。

また、財団法人東京救急協会に設置された「東京民間救急コールセンター」では、心肺蘇生やＡＥＤ（体外式除細動器）の操作などの救命手当の技能を持つ運転手さんが乗るタクシー「サポートEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(キャブ),Ｃａｂ)」、そして、寝台や車椅子のまま搬送することが可能な「民間救急車」、２種類の患者搬送サービスをご案内しています。

診療可能な救急医療機関を案内するサービスは、お電話でのご案内、そして、東京消防庁ホームページ（URL　http://www.tfd.metro.tokyo.jp/kb/index.htm）でも閲覧することが可能です。
※　火災件数は平成２１年１月４日現在、その他の災害件数は平成２０年１月１日現在、また、救急隊の出場件数は平成２０年１月４日現在の各速報値です。これらの数値は後日変更することがあります。
イ　災害予防
近年の都市構造は、大規模開発や再開発計画等により著しく変貌しています。さらに、建築技術の進展もめざましく、都市構造に要求される安全性の確保は、ますます高度化、複雑化しています。
東京消防庁では、建物の建築前の同意に際する事前指導、使用開始前の検査、使用開始後の防火管理指導や立入検査、住宅用火災警報器の設置促進を行い、災害の未然防止、拡大防止などの安全確保に努めています。

消　防　博　物　館




★　地下1階展示場に新たに２台の消防自動車が仲間入りします。

　平成２０年３月１８日（火）からご覧いただけるようになります。

①　トヨタ救急自動車

　　　来館者からのご要望の多かった救急車がついに消防博物館にやってきます。開館中　はいつでも誰でも自由に乗車できます。お楽しみください。

　　旧来のボンネット型からストレッチャーの積載等の装備の充実のため開発され、高規格救急車が導入される平成３年まで、標準的な救急車として活躍していた救急自動車です。

2 マギルス梯子消防自動車

　　　昭和５８年から平成１２年まで活躍したはしご車です。人気の高いはしご車が増設されます。迫力の大型車両を消防博物館でどうぞゆっくりご覧ください。

　　　なお３月２９日（土）には、この車両で乗車撮影会を実施の予定です。

ドイツ、マギルス社製の鋼製４連油圧式３０ｍバスケット付梯子自動車です。昭和５８年（１９８３年）に志村消防署に配置されました。バスケット内で操作が可能で、起伏角が水平下まで対応できます。引退する平成１２年まで高所からの人命救助や消火活動に活躍しました。

★　音声ガイドシステム（日本語・英語対応）が導入されます。
　　展示資料についてより詳しく解説する音声ガイドシステム（日本語・英語対応）を導入いたします。
　　平成２０年３月２０日（祝・春分の日）から希望者に無料で貸出しを開始します。なお、貸出し台数には限りがありますのでご了承ください。利用方法については、来館時に受付にお尋ねください。



（１）「防火マジックショー」

ア　日時　平成２１年３月２０日（金・春分の日）　１３時３０分～　　

イ　場所　６階企画展示室

ウ　内容　東京消防庁奇術部会による防火をテーマにした楽しいマジックショーを行います。誰もが楽しめる本格的なマジックです。ショーの後はマジック教室を開催します。

人が集う機会の多い時期、マジック教室で覚えたマジックを披露してみてはいかがでしょう。

（２）「宝探しツアー」
ア　日時　平成２１年３月１４日（土）～４月５日（日）まで（ただし、休館日を除く）　

期間中随時実施　

イ　内容　指令書をもとに、謎解きや発見をしながら館内を回ります。

正解者には記念品を贈呈します。　

★　所蔵品公開展示「火の用心　‐語り継ぐ防火の心‐」展　好評開催中
ア　日時　平成２０年３月８日（日）まで　（ただし、休館日を除く）

イ　場所　６階企画展示室

ウ　内容　火災予防の合言葉として広く使われる「火の用心」の言葉は貼札や防火ポスターなど様々な形で表され、人々に防火の心を訴え続けています。そこで今回は常設展示では見ることのできない火の用心に関連する錦絵や掛け軸、木札や煙草入れ等の貴重な史料を公開しています。
◎　同時開催企画（いずれも参加費無料）

（１）防火ジグソーパズルコーナー

ア　日時　期間中随時

イ　場所　６階映像室

ウ　内容　当館所蔵の錦絵などのジグソーパズルを完成させましょう。
（２）防火双六コーナー

ア　日時　期間中随時

イ　場所　６階映像室

ウ　内容　当館所蔵の火の用心に関連するすごろくの絵を実際に楽しめるように仕立てました。

（３）ちびっこ読書コーナー

ア　日時　期間中随時

イ　場所　６階映像室

ウ　内容　当館所蔵の消防に関する絵本を自由に読んでください。

（４）防災アニメ上映　

ア　日時　期間中常時

第１回１０：００～　　第２回１３：００～　　第３回１５：００～
イ　場所　６階映像室

ウ　内容　防災に関するアニメを上映いたします。

· ３階展示室に二つの新コーナー登場！　

　ヘリコプターがやってくる！！　

3月に新しい展示コーナー「空飛ぶ消防隊（仮称）」と、「わが家の安全チェック（仮称）」が完成します。

詳細については、後日改めてご案内させていただきます。

東京消防庁　消防防災資料センター　消防博物館

URL　http://www.tfd.metro.tokyo.jp/ts/museum.html
【開館時間】午前９時３０分～午後５時００分

【所在】　　〒160-0004　東京都新宿区四谷３－１０
【最寄り駅】東京メトロ丸ノ内線　四谷三丁目駅②番出口直結

【休館日】　毎週月曜日（国民の祝日にあたる場合は翌日）12月28日～1月4日

【入館料】　無料

【問合せ先】℡　　０３－３３５３－９１１９　Fax　 ０３－３３５３－９９２５

Mail　hakubutukan@tfd.metro.tokyo.jp　　　担当：大久保・加藤
災害情報
（杉並消防署管内２月２８日現在）
　　火災件数　　：　　　　３７件（昨年同時期比　　  　　－３件）

　　救急出場件数：　 ２,８４０件（昨年同時期比　  　－１３３件）
◆◇◆◇◆◇◆防災に関する情報はホームページでも提供しています。◆◇◆◇◆
　　◎東京消防庁ホームページ　http://www.tfd.metro.tokyo.jp/
　　◎杉並消防署ホームページ　http://www.tfd.metro.tokyo.jp/hp-suginami/
　　メールマガジンに対するご意見、ご要望をお待ちしております。あて先は次のとおりです。
杉並消防署（E-mail：suginami@tfd.metro.tokyo.jp）
※　上記E-mailへ書き込みでの災害通報は、１１９番通報とはなりません。ご注意ください。
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出火原因�
件数（前年同期比）�
�
放火・放火の疑い�
１，８０１件（－５１件　　　２．７％減）　�
�
たばこ�
８２０件（－１１４件　　１２，２％減）　�
�
ガステーブル等�
５９８件（　―８件　　　１．３％減）　�
�
火遊び�
１６８件（　＋３８件　　２９．２％増）　�
�
電気ストーブ�
１１７件（　＋２８件　　３１，５％増）　�
�






�





高度な知識、技術を持った消防隊が、火災を消火します。








特殊な装備及び専門的な技術を持った消防隊が、危険な場所から人を助けます。





救　急








�





高度な救急技術を持った救急隊が、救急処置を行い医療機関まで搬送します。





震　災











消防は、様々な災害から都民生活の安全を守るため、火災の予防、警戒及び鎮圧をはじめ、交通・労災事故などに対する救助・救急業務、震災への対策、台風等の水防活動に当たるとともに、都民の方々への防火指導、災害時支援ボランティアをはじめとする消防協力者の育成など、地域の防災行動力向上についての業務を行っています。








台風や大雨などによる被害を最小限にとどめます。毒・劇物、危険物などに係


る災害に最新鋭の資器材を用いて対処します。








火災の原因を調査・解明し、今後の火災予防対策や消防対策に役立てます。





地震による被害から東京を守るため、震災対策を進めています。





防災指導








�





表１　平成２０年中の出火原因上位５位


























































































































































































































































































































地域の有志が主体となって組織している消防機関です。消防隊と連携し災害現場で消火や救助、応急救護などを行います。





予　防








都民の皆様に防火防災の知識や技術を身につけてもらうために、防災訓練を行って


います。


また、災害時に援護を必要とする方たちに対する支援体制を整えています。


消防少年団は、活動を通じ防火防災の知識や技術を身につけています。





作者　清野　州永さん　（世田谷区）　※住警器＝住宅用火災警報器








建物が建つ前の建築同意等を通して、建物の安全に関する指導を行っています。





火災調査











消防団


団








災害を未然に防ぐため、防火管理、消防用設備等、危険物施設等の状況を検査しています。





防火指導








危険物施設の許可及び位置、構造等の検査や危険物の取扱いの指導を行い、災害の未然防


止に努めています。





危険物








事業所の防火管理に関する指導や案内を行っています。





査　察











火　災








救  助





水災・化学災害








平成２０年度東京消防庁防火標語








�





じゅう けい き





条文等の詳しい内容については、東京消防庁ホームページをご覧ください。





東京消防庁ホームページ（住宅用火災警報器関係）ＵＲＬ





http://www.tfd.metro.tokyo.jp/lfe/topics/jyuukeiki.html





電池を使うタイプ�
家庭用電源（１００Ｖ）を使うタイプ�
�
電池交換�
　住宅用火災警報器についている電源コードをコンセントに接続するもの�
屋内配線工事により、直接天井に取り付けるもの（電気工事士による電気工事が必要）�
�
電池には、リチウムと９Ｖ形、単３電池があります。


定期的に電池を交換します。


電池の寿命は仕様書で確認しましょう。


電池切れは、「ピッ…ピッ…」と音が鳴ったり、ランプが点滅して知らせてくれます。


�
�
�
�
※警報器本体の交換期限は機種により異なります。あらかじめ仕様書で確認しておきましょう。


　交換期限が経過した場合又は自動試験機能による異常警報が出た場合には、住宅用火災警報器を交換しましょう。�
�









�





階　　段


（煙式警報器）





居　　間


（煙式警報器）





寝　　室


（煙式警報器）





台　　所


（煙又は熱式警報器）





　天井・壁にネジで取り付けるものと、フックで壁に引っ掛けるものがあります。





　耳の不自由な方は、光や振動を発する機器などを取り付けることにより、音以外の方法で火災を知ることができます。





子供部屋


（煙式警報器）








販売店等に関する詳しいお問い合わせは、最寄りの消防署、消防分署又は消防出張所へどうぞ。


池袋、本所、立川の各都民防災センター（防災館）及び消防博物館でも機能や機種などのご相談に応じています。


（社）東京消防設備保守協会では、住宅用火災警報器の普及促進キャンペーンを実施しています。


（財）日本消防設備安全センターに「住宅用火災警報器」に関する相談室があります。


フリーダイヤル　０１２０－５６５－９１１


受付時間：月曜日から金曜日までの午前９時から午後５時まで（１２時から１時を除く。）


　　　　　※土、日及び祝祭日は休み


住宅防火対策推進協議会のホームページでも販売店等の詳しい一覧が見られます。


（社）日本火災報知機工業会のホームページでも取扱店の一覧が見られます。

















吸殻は水につけ、確実に消火してから捨てましょう。


就寝前や外出時には、喫煙した場所を必ず確認しましょう。





防炎品を使って、火災に強い環境をつくりましょう


パジャマや布団カバー、シーツなどの寝具は防炎品を使いましょう。


カーテンやじゅうたんにも防炎品を使い、火災に強い住宅環境をつくりましょう。








寝たばこは絶対にやめましょう


特に飲酒をしての寝たばこは危険です。


火種の落下に気をつけましょう


「歩きながら」「作業しながら」の喫煙は危険です。


灰皿は、大きめで安定性のあるものに水を入れて使いましょう。


吸殻は確実に始末しましょう


灰皿は吸殻が一杯になる前に捨てましょう。





�





防火管理者は、消防計画に基づき、消火、通報及び避難訓練を定期的に実施しなければなりません。


特に不特定多数の者を収容する一定規模以上の防火対象物では、消火及び避難訓練を年２回以上実施することに加え、実施に当たり、あらかじめ消防署等に通報することが義務づけられています。階段が一系統で不特定多数の方を収容する店舗等が入居するものについては、事業所ごとの訓練とあわせて、防火対象物全体で連携した訓練を実施することが必要です。


火災、地震その他の災害等が発生した場合の初期対応行動が的確かつ迅速に行われるように、普段から災害時に誰が何を行うかという任務を従業員の方々等から成る自衛消防隊員に周知しておくことが大切です。


　また、災害という異常状態の中で、初期消火、通報・連絡、避難誘導などの自衛消防活動を組織的に円滑に行うためには、事前の訓練をしておくことが重要です。


　防火対象物の用途による使用上の特性、防火対象物の危険性及び利用者の特性に着眼し、実態に即した実効性のある内容で訓練を実施しましょう。








東京消防庁ホームページにて、防火管理ポケットマニュアル（ＰＤＦファイル）を提供しています。





東京消防庁ホームページＵＲＬ 　http://www.tfd.metro.tokyo.jp/





（ホームページ内を以下のメニューに沿って進んでください。）


⇒「安心・安全」⇒「事業所向けアドバイス」⇒「防火管理ポケットマニュアル」





優良防火対象物認定証


通称：優マーク





例　収容人員３０人以上の百貨店、ホテル、飲食店等


　　収容人員５０人以上の事務所、学校、工場等





家の周りは常に整理整頓し、雑誌、新聞紙、紙くずなどの燃えやすい物を置かないようにする。


ゴミは、決められた収集日の決められた時間に出す。


防炎処理された車両ボディーカバーを使用する。


暗がりには、外灯を設置する。


門扉は施錠をする。


旅行時はご近所にひと声かける。


地域の皆さんで放火されそうな場所はないか点検を行う。





④表示・公表








◆ 消防署長　⇒　認定した場合


認定した旨を公表します!!





　　








◆ 建物の管理権原者　


⇒　認定を受けた場合





優良防火対象物認定証（優マーク）を表示できます！!








　　





③認定通知








消防署長


↓


認定基準に適合していると認める場合











②審査・検査








消防署長


↓


認定申請があった場合、認定基準に適合しているかどうか














建物の


管理権原者


↓


優良な防火対象物であることの認定を受けたい場合











�





�





�











消防関係法令及び建築関係法令（防火に関する基準）に適合しているか。


避難安全性について工学的に検証されているか。


自衛消防隊の編成及び活動能力が適切に確保されているか。


過去２年以内において重大な法令違反をしていないか。


過去２年以内において法令違反により火災が発生していないか。


防火安全性向上のために自主的・意欲的取り組み（出火防止対策、避難対策等）を行っているか。





�





建物の実態に即した優れた自衛消防活動








�





①認定申請





火災避難シミュレ


ーションによる避


難安全性の検証





【優マーク制度のメリット】


　火災避難シミュレーション等により防火対象物の防火上の弱点を把握し、ハード


ソフトの両面からの安全対策を講じることにより、防火対象物独自（オーダーメイド）の防火安全対策を樹立できます。





防火診断


情報提供





情報の共有化（台帳等）


情報提供（防火防災情報等）





消　防　署





高齢者等　　　災害時要援護者





町会・自治会


協力員





★町会・自治会が整備する内容


1 消防のふれあいネットワーク台帳の整備


２ 個人台帳の整備


３ 連携方法等の整備


★ふれあい協力員が援護する内容


1 住宅用火災警報器の設置促進及び維持管理


２ 災害時の避難誘導及び救護


３ 災害時の消防隊への情報提供


４ 防火診断時の同行


５ 平常時の安否確認等及び署への情報の提供


※ できる範囲内で協力を要請する。





支援体制づくりの具体的方法（例）


消防関係法令及び建築関係法令（防火に関する基準）


に適合しているか。


避難安全性について工学的に検証されているか。


自衛消防隊の編成及び活動能力が適切に確保されてい


るか。


過去２年以内において重大な法令違反をしていないか。


過去２年以内において法令違反により火災が発生して


いないか。


防火安全性向上のために自主的・意欲的取り組み（出


火防止対策、避難対策等）を行っているか。





説　明





火災予防運動において「消防のふれあいネットワークづくり」の必要性と協力について趣旨を説明





協　力





町会等からの要請により職員とともに、要援護者宅へ説明に出向し、具体的な説明





ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ





名簿作成のアドバイス





ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ





町会等の要請から説明に出向し、アドバイス等を行う





台帳作成





情報提供





防災訓練等の指導に出向





指　導





※定期的な防火診断の実施(協力員の同行)





�








ポンプ車、救急車等の車両�
１，８６９台　�
�
消防艇�
９艇　�
�
ヘリコプター�
６機　�
�
合計�
１，８８４台　�
�






消防吏員�
１７，５３７名　�
�
消防吏員以外の職員�
４３２名　�
�
合計�
１７，９６９名　�
�
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